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第１章 計画の概要 

１．計画策定の趣旨 

平成 30 年の社会福祉法改正において、地域福祉計画は、地域における高齢者の

福祉、障害者の福祉、児童の福祉など各分野における共通的な事項を記載する上位

計画として位置づけられました。 

市民一人ひとりが抱える様々な課題の解決を「縦割り」で対応するのではなく、持続

可能な地域づくりとあわせて包括的に推進していくことがいま求められています。 

 

■「地域福祉」とは 

「地域福祉」とは、地域で暮らす人々が、障害の有無や年齢などに関係なく、お互い

に助け合い、支え合いながら、住み慣れた地域で安心して暮らすことができる地域社

会をみんなで築いていく取り組みのことです。 

 

■地域福祉計画・地域福祉活動計画について 

地域福祉計画 

地域福祉計画は、社会福祉法第 107 条の規定に基づく行政計画

です。 

本計画は、地域福祉推進の主体である地域住民等の参加を得て、

地域生活課題を明らかにし、必要となる施策、体制について、庁内関

係部局や関係支援機関などとともに計画的に整備していくための計

画です。 

地域福祉活動計画 

地域福祉活動計画は、地域福祉計画に基づき社会福祉協議会が

策定する地域福祉の推進を目的とした実践的な活動・行動計画で

す。 

地域における福祉課題の解決を目指し、住民、地域、支援事業所、

ＮＰＯなどの主体的な活動とそれを支える社会福祉協議会の活動に

ついて明確化した計画です。 
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■社会福祉法（抜粋） 

地域共生社会の実現を目指して、地域住民等（地域住民や福祉関係者）は、地域福祉の

推進に努め、支援関係機関と連携して「地域生活課題」の解決を図るように留意すること

が定められました。 

 
第４条（地域福祉の推進） 

地域福祉の推進は、地域住民が相互に人格と個

性を尊重し合いながら、参加し、共生する地域社会

の実現を目指して行われなければならない。 

２ 地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営す

る者及び社会福祉に関する活動を行う者(以下

「地域住民等」という。)は、相互に協力し、福祉サ

ービスを必要とする地域住民が地域社会を構成

する一員として日常生活を営み、社会、経済、文

化その他あらゆる分野の活動に参加する機会が

確保されるように、地域福祉の推進に努めなけれ

ばならない。 

３ 地域住民等は、地域福祉の推進に当たっては、

福祉サービスを必要とする地域住民及びその世

帯が抱える福祉、介護、介護予防(要介護状態若

しくは要支援状態となることの予防又は要介護状

態若しくは要支援状態の軽減若しくは悪化の防

止をいう。)、保健医療、住まい、就労及び教育に

関する課題、福祉サービスを必要とする地域住民

の地域社会からの孤立その他の福祉サービスを

必要とする地域住民が日常生活を営み、あらゆ

る分野の活動に参加する機会が確保される上で

の各般の課題(以下「地域生活課題」という。)を

把握し、地域生活課題の解決に資する支援を行

う関係機関(以下「支援関係機関」という。)との連

携等によりその解決を図るよう特に留意するもの

とする。 

 
 

「重層的支援体制整備事業」をはじめとした地域の実情に応じた地域福祉活動への支

援や環境の整備など、地域生活課題の解決のための包括的な支援体制の整備が、市町村の

努力義務と定められました。 

 
第１０６条の３（包括的な支援体制の整備） 

市町村は、次条第２項に規定する重層的支

援体制整備事業をはじめとする地域の実情に

応じた次に掲げる施策の積極的な実施その他

の各般の措置を通じ、地域住民等及び支援関

係機関による、地域福祉の推進のための相互

の協力が円滑に行われ、地域生活課題の解決

に資する支援が包括的に提供される体制を整

備するよう努めるものとする。 

一 地域福祉に関する活動への地域住民

の参加を促す活動を行う者に対する支

援、地域住民等が相互に交流を図ること

ができる拠点の整備、地域住民等に対す

る研修の実施その他の地域住民等が地

域福祉を推進するために必要な環境の

整備に関する施策 

二 地域住民等が自ら他の地域住民が抱

える地域生活課題に関する相談に応じ、

必要な情報の提供及び助言を行い、必

要に応じて、支援関係機関に対し、協力

を求めることができる体制の整備に関す

る施策 

三 生活困窮者自立支援法第３条第２項に

規定する生活困窮者自立相談支援事業

を行う者その他の支援関係機関が、地域

生活課題を解決するために、相互の有機

的な連携の下、その解決に資する支援を

一体的かつ計画的に行う体制の整備に

関する施策 

２ （略）

 
 

市町村は、地域生活課題を抱える地域住民やその世帯に対する支援体制、地域住民等に

よる地域福祉推進のために必要な環境を整備する「重層的支援体制整備事業」を行うこと

ができると定められました。 

 
第１０６条の４（重層的支援体制整備事業） 

市町村は、地域生活課題の解決に資する包

括的な支援体制を整備するため、前条第１項各

号に掲げる施策として、厚生労働省令で定める

ところにより、重層的支援体制整備事業を行う

ことができる。 

２ 前項の「重層的支援体制整備事業」とは、

次に掲げるこの法律に基づく事業及び他の

法律に基づく事業を一体のものとして実施

することにより、地域生活課題を抱える地域

住民及びその世帯に対する支援体制並び

に地域住民等による地域福祉の推進のため

に必要な環境を一体的かつ重層的に整備

する事業をいう。 

一 地域生活課題を抱える地域住民及びそ

の家族その他の関係者からの相談に包
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括的に応じ、利用可能な福祉サービスに

関する情報の提供及び助言、支援関係

機関との連絡調整並びに高齢者、障害者

等に対する虐待の防止及びその早期発

見のための援助その他厚生労働省令で

定める便宜の提供を行うため、次に掲げ

る全ての事業を一体的に行う事業 

イ 介護保険法第１１５条の４５第２項第１

号から第３号までに掲げる事業 

ロ 障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律第７７条

第１項第３号に掲げる事業 

ハ 子ども・子育て支援法第５９条第１号

に掲げる事業 

ニ 生活困窮者自立支援法第３条第２項

各号に掲げる事業 

二 地域生活課題を抱える地域住民であっ

て、社会生活を円滑に営む上での困難を

有するものに対し、支援関係機関と民間

団体との連携による支援体制の下、活動

の機会の提供、訪問による必要な情報の

提供及び助言その他の社会参加のため

に必要な便宜の提供として厚生労働省

令で定めるものを行う事業 

三 地域住民が地域において自立した日常

生活を営み、地域社会に参加する機会を

確保するための支援並びに地域生活課

題の発生の防止又は解決に係る体制の

整備及び地域住民相互の交流を行う拠

点の開設その他厚生労働省令で定める

援助を行うため、次に掲げる全ての事業

を一体的に行う事業 

イ 介護保険法第１１５条の４５第１項第２

号に掲げる事業のうち厚生労働大臣

が定めるもの 

ロ 介護保険法第１１５条の４５第２項第５

号に掲げる事業 

ハ 障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律第７７条

第１項第９号に掲げる事業 

ニ 子ども・子育て支援法第５９条第９号

に掲げる事業 

四 地域社会からの孤立が長期にわたる者

その他の継続的な支援を必要とする地

域住民及びその世帯に対し、訪問により

状況を把握した上で相談に応じ、利用可

能な福祉サービスに関する情報の提供

及び助言その他の厚生労働省令で定め

る便宜の提供を包括的かつ継続的に行

う事業 

五 複数の支援関係機関相互間の連携に

よる支援を必要とする地域住民及びその

世帯に対し、複数の支援関係機関が、当

該地域住民及びその世帯が抱える地域

生活課題を解決するために、相互の有機

的な連携の下、その解決に資する支援を

一体的かつ計画的に行う体制を整備す

る事業 

六 前号に掲げる事業による支援が必要で

あると市町村が認める地域住民に対し、

当該地域住民に対する支援の種類及び

内容その他の厚生労働省令で定める事

項を記載した計画の作成その他の包括的

かつ計画的な支援として厚生労働省令で

定めるものを行う事業 

３～５ （略） 

 
 
 

市町村地域福祉計画について、その策定が努力義務とされました。 

 
第１０７条（市町村地域福祉計画） 

市町村は、地域福祉の推進に関する事項と

して次に掲げる事項を一体的に定める計画

(以下「市町村地域福祉計画」という。)を策定

するよう努めるものとする。 

一 地域における高齢者の福祉、障害者の

福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、

共通して取り組むべき事項 

二 地域における福祉サービスの適切な利

用の推進に関する事項

 

三 地域における社会福祉を目的とする事

業の健全な発達に関する事項 

四 地域福祉に関する活動への住民の参

加の促進に関する事項 

五 地域生活課題の解決に資する支援が

包括的に提供される体制の整備に関す

る事項 

２～３ （略） 
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２．計画の位置づけ 

『筑後市地域福祉計画』は、『筑後市高齢者福祉計画・介護保険事業計画』 『筑後

市障害者基本計画・障害福祉計画・障害児福祉計画』 『筑後市子ども・子育て支援事

業計画』 『筑後市健康増進計画』のほか、各分野の具体的施策を定めた分野ごとの

個別計画の上位計画として、地域福祉の推進に関する事項を定めるものです。 

また、筑後市社会福祉協議会の活動計画である『筑後市社会福祉協議会地域福祉

活動計画』と一体的に策定します。 

『筑後市地域福祉計画』を進めていくにあたっては、本市の『第六次筑後市総合計画』

を最上位計画とし、福祉部門だけではなく防災、教育、都市整備などのあらゆる分野と

連携していきます。 

 

＜計画の位置づけ＞ 
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３．計画の期間 

本計画の期間は令和４年度から令和８年度までの５年間とします。 

なお、社会情勢や市民ニーズの変化などに対応するため、必要に応じて計画は見直

します。 
 

 

 

 

  

　平成29年度
　～令和３年度

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

第1期計画 第２期計画
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４．計画の策定体制と市民参画 

（１）市民アンケート調査 

本計画の策定にあたり、市民の地域福祉に関する意識や生活課題を把握する

ため、｢筑後市地域福祉に関する市民アンケート調査」を実施しました。 
 

[アンケート調査の実施概要] 

調 査 対 象 市内在住の 18歳以上の市民 2,000人（無作為抽出） 

調 査 方 法 郵送による配布・回収 

調 査 期 間 令和３年６月 21日～令和３年７月 15日 

 

（２）関係団体調査 

本計画の策定にあたり、地域福祉に取り組む関係団体に対して、活動状況や活

動する上での問題点などを把握するため、意見を聴取しました。 
 

[団体アンケート調査の実施概要] 

調 査 対 象 
地域包括支援センター、地域デイサービス、障害者相談支援事業

所、校区コミュニティ協議会、地域子育てサロン等  計 24団体 

調 査 方 法 郵送による配布・回収 

調 査 期 間 令和３年 11月 4日～令和３年 11月 18日 

 

（３）筑後市地域福祉計画策定委員会 

本計画の策定にあたり、専門的な見地から意見を聴取するため、「筑後市地域

福祉計画策定委員会」を設置し、審議を行いました。 

 

（４）パブリックコメントの実施 

本計画の策定にあたり、市民の意見を広く聴取するためパブリックコメントを実

施しました。  
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５．「自助」「互助」「共助」「公助」の役割 

『筑後市地域福祉計画』 『筑後市社会福祉協議会地域福祉活動計画』では、地

域での助け合いや支え合いによる福祉活動に関する取り組みを示しています。 

市民一人ひとりの役割や、地域において取り組むこと、行政機関等がどのような

支援を行っていくのかなどを定め、 「自助」 「互助」 「共助」 「公助」 の４つの

視点で整理しました。 

地域福祉活動を進めるには、公的制度による支援（公助）だけでなく、市民一人

ひとりが家族と協力し解決すること（自助）や、近隣の身近な人による互いの助け

合い、支え合い（互助）、地域福祉活動を行う人たちや地域の事業所などがそれぞ

れの特性を活かして連携、協働して活動すること（共助）が必要です。 

 

 

＜地域福祉の推進に向けた４つの助け合い・支え合い＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

自
じ

助
じょ

 

個人や家族による助け合い・支え合い 

（最も身近な個人や家族が解決にあたる） 

 

共
きょう

助
じょ

 

地域で暮らす人たちや地域福祉活動を行う人たち、地域の事業所、行政等が協

働しながら、組織的に協力し合う制度化された助け合い・支え合い 

（「地域ぐるみ」で福祉活動に参画し、地域社会全体で助け合い、支え合う） 

公
こう

助
じょ

 

保健・福祉・医療その他の関連する施策に基づく、公的な制度としての福祉サー

ビスの提供 

（行政が公的サービスとして行う） 

互
ご

助
じょ

 

身近な人間関係のなかでの自発的な制度化されていない助け合い・支え合い 

（近隣の身近な人や別居する家族等が互いに助け合い、支え合う） 
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＜「自助・互助・共助・公助」による対応のイメージ＞ 

 自助のみによる対応例         自助・互助・共助・公助による対応例 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

近所づきあいのなかで、夫は困りごとの助

けを求め【自助】、隣近所は日常的な生活の

手助け（ごみ出しの手伝いなど）をする【互

助】。 

③しばらくして、妻が退院する

が、歩行に不自由が残ってし

まう。 

夫は入院していた頃以上に、

妻の介護や家事等に努力

【自助】するが、日を追うごと

に疲れ果てていき、妻にきつ

くあたってしまうことも見られ

るようになる。 

行政からの支援【公助】を受けながら、地域

の人たちの役割分担により、夫婦の話し相手

になったり、地域の行事に誘うなど、見守りや

手助けを行う【共助】。 

②ある日、妻が転倒して足を骨

折し入院、生活が一変する。 

夫は妻の介護や家事等に努

力【自助】するが、疲れは隠

せない。 

①地域に高齢の夫婦がふたり

で暮らしている世帯がある。 

 

こうした世帯があることを地域で把握し、見

守りや声掛けを継続して行う。 

夫婦からの相談を受けながら、最適な公的

サ－ビス（介護保険制度による訪問介護や

通所介護、高齢者福祉サ－ビスによる介護

用品給付サ－ビスなど）に繋げ、支援を行っ

ていく。 

行政と協力【公助】し合いながら、民生委

員・児童委員等が家庭訪問し、福祉サービス

等についての情報提供を行う【共助】。 

地域の見守り活動のなかで、妻の介護や家

事等についての困りごとや悩みごとの相談を

受けるとともに、行政などの相談先の情報を

伝える。 

近所づきあいのなかで、家族の状況を伝え

【自助】、隣近隣で互いに声をかけ合い、困り

ごとを相談し合う【互助】。 

自助・互助 

近所づきあいのなかで、何か困ったことは

ないか、お手伝いできることはないか、互い

に声をかけ合う。 

互 助 

自助・互助 

共 助 

共 助 

共助・公助 

共助・公助 

公 助 
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第２章 統計からみる筑後市の現状 

１．人口ピラミッド 

本市の総人口は令和３年４月１日現在で 49,300人で、そのうち 65歳以上の高齢

者が 13,526人となっています（図表 1）。 

年齢階層別にみると、男性では 45 歳～49 歳の人口が最も多く、女性では 70～

74 歳の人口が最も多くなっています。40 歳未満の人口が相対的に少なくなっている

ことから、団塊ジュニア世代が高齢者となり高齢人口が一番多くなる 2040 年に向け

て本市の高齢化はさらに進行していくと予想されます。 

 

 

図表 1 人口ピラミッド 

 

資料：住民基本台帳（令和３年４月１日現在） 
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２．人口の推移 

平成 29～31年の総人口はほぼ横ばいで推移しています（図表 2）。 

内訳をみると、15 歳未満である年少人口と 15 歳から 64 歳までの生産年齢人口

が平成 29 年以降おおむね減少しているのに対し、65 歳以上の高齢人口は継続して

増加しています。 

 

 

図表 2 年齢３区分の人口推移 

 

資料：住民基本台帳（各年４月１日現在） 

 

  

7,207 7,197 7,160 7,179 7,136 

29,012 28,837 28,784 28,886 28,638 

12,924 13,136 13,229 13,382 13,526 

49,143 49,170 49,173 49,447 49,300 

0

20,000

40,000

60,000

平成29年 平成30年 平成31年 令和2年 令和3年

(人) 15歳未満 15～64歳 65歳以上
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図表 3 年齢３区分の人口割合の推移 

 

資料：住民基本台帳（各年４月１日現在） 

 

  

14.7 14.6 14.6 14.5 14.5

59.0 58.6 58.5 58.4 58.1

26.3 26.7 26.9 27.1 27.4

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成29年 平成30年 平成31年 令和2年 令和3年

15歳未満 15～64歳 65歳以上
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３．高齢化率の推移 

本市の高齢化率は、平成 17 年までは、国、県と比較して高く推移していましたが、

平成22年以降は、国、県と比較して若干低く推移しており、令和２年では 27.4％とな

っています(図表 4)。 

 

 

図表 4 高齢化率の推移 

 

資料：国勢調査 
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４．小学校区別高齢者人口及び高齢化率 

小学校区別に高齢化の状況をみると、古島、古川、下妻小学校区の高齢化率が高く、

高齢化率が最も低い筑後小学校区（19.4％）と比較して約２倍の差が出ています(図

表 5)。 

 

 

図表 5 小学校区別人口及び高齢化率 

 

資料：住民基本台帳（令和３年４月１日現在） 
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５．要介護等認定者の状況 

本市における 65 歳以上の要介護等認定者数及び要介護等認定率の推移は、「図

表 6」のとおり認定者数に多少の増減はありますが、おおむね増加傾向にあります。 

認定率は平成２９年をピークに低下傾向にありましたが、令和３年では再び上昇して

います。 

要介護度別の認定者数では、要介護 1 以下の軽度層が認定者数全体の約半数を

占めています（図表 7）。 

 

 

図表 6 要介護等認定者数及び要介護等認定率の推移 

 

資料：筑後市（各年４月１日現在） 
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図表 7 要介護度別認定者数の推移（第 1号被保険者） 

 

資料：筑後市（各年４月１日現在） 
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６．世帯の状況の変化 

高齢者単身世帯数は、平成 12 年の 831 世帯から令和 2 年には約 2 倍以上の

1,892世帯に、高齢者夫婦世帯数も同じように増加しています(図表 8)。 

特に単身者世帯は全国的に増加しており、そのような世帯が地域とのつながりをな

くせば、社会からの孤立にも繋がります。 

 

 

図表 8 世帯の推移 

 

資料：国勢調査 
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７．障害者の状況 

身体障害者手帳所持者数は、おおむね横ばいで推移していますが、療育手帳所持

者数と精神障害者保健福祉手帳所持者数は、どちらとも年々増加傾向にあるため、障

害者手帳の所持者総数は、年々増加しています(図表 9)。 

身体障害者手帳所持者は、高齢による後天的疾病もあって高齢者が占める割合が

高くなります。高齢化が進むにつれ、身体障害者手帳所持者数が増加傾向に転じるこ

とも考えられます。 

 

 

図表 9 障害者手帳所持者数の推移 

 

資料：筑後市（各年４月１日現在） 
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８．児童扶養手当受給の状況 

児童扶養手当の受給者数は、過去 5年間ほぼ横ばいで推移しています。なお、令和

3年 11月時点の市内の児童扶養手当受給者の 93.7%が母子世帯となっています。 

厚生労働省の「令和元年度国民生活基礎調査」によると、全世帯平均総所得額約

550 万円に対して、母子世帯の平均は約 300 万円と約 54％の所得割合となってお

り、「貯蓄が全くない」という世帯は約 3割ありました。子育てと仕事に追われ日々の生

活を送ることに精一杯であることがうかがえます。 

また、「平成 28 年度全国ひとり親世帯調査」では、母子世帯の雇用形態は約 44％

がパート、アルバイト等の非正規雇用となっています。 

 

 

図表 10 児童扶養手当受給者数の推移 

 

資料：子育て支援課（各年度末現在） 
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第３章 計画の基本理念と基本目標 

１．計画の基本理念と基本目標 

第２期計画においても、第１期計画の基本理念を踏襲し、その実現に向けた４つ

の基本目標を設定しました。 

市民の一人ひとりが様々な問題を抱えながらも住み慣れた地域で自分らしく暮

らしていくため、筑後市及び筑後市社会福祉協議会は、様々な関係者と地域の住

民がともに支え合いしあわせに暮らすことができる「地域共生社会」の実現を目指

してきました。そして、いま、地域での「協働」による様々な活動が、筑後市でも芽

吹いてきています。 

「協働による福祉のまちづくり」をすすめていくことで、地域で生活する全ての人

たちが連携して、地域の全ての人を包摂する持続可能な社会を創っていきます。 

 

 

[基本理念] 

協働による福祉のまちづくり 

 

 

[基本目標] 

基本目標１  支え合いの意識と人づくり 

基本目標２  協働の仕組みづくり 

基本目標３  安心して暮らせるまちづくり 

基本目標４  福祉サービスにつながる体制・仕組みづくり 
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２．計画の体系 

 
  

基
本
理
念

協
働
に
よ
る
福
祉
の
ま
ち
づ
く
り

基本目標３ 安心して暮らせるまちづくり

基本目標２ 協働の仕組みづくり

基本目標４ 福祉サービスにつながる体制・仕組みづく

基本目標１ 支え合いの意識と人づくり

１．地域活動への参加に向けた意識づくり

２．活動の担い手、リーダーの発掘・育成

２．情報提供体制の充実

３．交流の場や居場所の充実

１．地域活動の基盤整備

４．身近な人との助け合い・支え合いの推進

３．住民相互理解の教育・啓発の充実

１．見守り体制の充実

２．災害時の避難体制の充実

３．生きがいづくり・健康づくりの推進

４．生活困窮者等の自立支援の充実

３．相談支援体制の充実

２．権利擁護の推進

１．福祉サービスの利用促進

施
策
の
方
向
性

施
策
の
方
向
性

施
策
の
方
向
性

施
策
の
方
向
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第４章 施策の展開 

基本目標１ 支え合いの意識と人づくり 

（１）地域活動への参加に向けた意識づくり 

【現状と課題】 

「近所づきあい」の程度は、年齢によって大きく異なる特徴が市民アンケ－トか

らみてとれます。年代が下がるにつれて「ある程度近所づきあいがある」割合も低

下し、20歳代では２割以下となっています（図表 11）。 

 

図表 11 近所づきあいの程度（年齢別） 

 

※ ある程度の近所づきあいがある：「互いに相談したり日用品の貸し借りをするなど、生活

面で協力しあっている」、「特に親しい人はなく、外で会

えば世間話をする程度のつきあいをしている」と回答し

た人の合計。 

※ あまり近所づきあいしていない：「あいさつはするが、話をするほどのつきあいはしてい

ない」、「ほとんどあいさつもしない」、「近所に誰がいる

かも知らない」と回答した人の合計。 
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「会えば世間話をする」、「互いに相談したり生活面で協力している」市民の割合

は、前回調査結果の 64.5％から 3.5ポイント低下して 61.0％となっており、反対

に、「ほとんどあいさつもしない」、「近所に誰がいるかも知らない」と回答した人は

5.2％と、前回調査の 2.2%から 3ポイント増加しています。 

「ほとんどあいさつもしない」、「近所に誰がいるかも知らない」と回答した人の

53.8%の人が、「仕事などで家を空けることが多い」ことを理由として挙げている

ほか、「面倒であるため避けている」、「そもそも近所付き合いがほとんどない」とそ

れぞれに 23.1%の人が回答しています。 

少子高齢化、核家族化に加え、生活様式の多様化などにより近所同士での付き

合いや、互いの小さな変化や心配ごとに気付く機会自体が減ってきているようです。 

近隣や地域の人たちとの交流から生まれるつながりを理解すること、一人ひとり

の生活の中に「地域での連携」、「地域のことにも関わる」、「地域ごとは自分ごと」と

いった考えを根付かせるための啓発と様々な仕掛けをつくる必要があります。 

 

 

・コロナ禍の影響もあり、人間関係が希薄になっています。 

・行政区、隣組の付き合いも全くなくなった。 

・手助けはいつでもできるが、手助けをしてほしいと意思表示をしてもら

わないと手助けしづらい。 
市民の声 

 

・伝統行事や様々な活動に取り組む場合、情報が伝わらなくなってきて

おり、地域のつながりが徐々に薄れてきている。この流れは今後ますま

す進んでいくのではないかと危惧している。 

・人と人とのつながりが薄れている。 

・昔からの住民と新しい住民と顔を合わせることがほとんどなく、孤立を

心配している。 

団体アンケートより 

 

・人間関係が希薄化している地域が当たり前になっている現状がある。 

・「ワ－ク ライフ コミュニティ（※）」の 3つが整う、きちんとできる体制を

つくる必要がある。 
策定委員会からの意見 

※ 定年延長等雇用に関する環境の変化もあり、地域や各団体等で世話役となる人材が現在不足し

ている状況にあることが策定委員会の中で指摘された。「ワ－クライフバランス」という言葉がある

が、そこに「地域（コミュニティ）」という概念を加えて、地域活動の理解を深め、地域の活動を市民

みんなでつくる必要があるという考えから策定委員会で考えた言葉。 

 

一人ひとりができること（自助） 

⚫ 挨拶や会話などによって、日頃から地域の人たちとのつながりをつくっていき

ましょう。 

⚫ 行政区活動や校区コミュニティ協議会活動をはじめとした地域での活動等に

関心を持ち、積極的に参加しましょう。  
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地域ぐるみで取り組むこと（互助・共助） 

⚫ 地域でのあいさつ・声かけを積極的に進めましょう。 

⚫ 地域住民が地域の活動に参加するきっかけをつくったり、活動の周知を行うな

どにより活動への参加を推進しましょう。 

 

社会福祉協議会が取り組むこと 

No. 項目 取組の内容 

社-1 市民への啓発 

校区福祉会、民生委員児童委員協議会等と協働

し、支え合いの地域づくりの市民啓発を引き続き取

り組みます。 

 

行政が取り組むこと 

No. 項目 取組の内容 

行-1 地域への支援 

地域で活動している各団体に対して、活動に必要

な社会資源の活用も含め情報の提供や支援を行い

ます。 

行-2 市民への啓発 

市民に対して、地域活動の周知を行うとともに活

動への参加を推進します。 

「ワ－ク ライフ コミュニティ」の考えが市民の生

活の中に醸成されるよう啓発していきます。 

 

【市の主な関連事業】 

事業名 概要 担当課 

校区コミュニテ

ィ・地域活動支援

事業 

〇校区コミュニティ協議会に地域支援員を

配置し、地域課題の発掘と解決を校区

民とともに行います。 

〇地域コミュニティへ補助金を交付し、地

域活動の活性化に努めます。 

協働推進課 

行政区活動補助

事業 

〇行政区の運営及び活動の活性化を図る

ため、財政的支援を行います。 
協働推進課 
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（２）活動の担い手、リーダーの発掘・育成 

【現状と課題】 

ボランティアをはじめ地域で活動する各団体の構成員は、地域福祉を支える重

要な担い手であり、多様化する地域課題の解決に寄与する役割が期待されていま

す。 

市民アンケ－トでは、「地域での助け合い」に関して、79.4％もの市民が「関心

がある」と回答しており（図表 12）、特に、「とても関心がある」と回答した比率が年

代別では 20 歳未満と 75 歳以上で多くなっています。20 歳未満の回答数自体

が少ないこともありますが、20～64 歳の層では最大でも 6.6%となっている中、

20 歳未満では 16.7%となっています。この思いを 20 歳以降にも持続させる何

らかの仕組みが必要だと考えられます。 

関係団体からも、活動している担い手の高齢化や担い手不足、福祉人材の育

成、参加者の減少などの意見が多く挙げられています。 

また、筑後市社会福祉協議会が実施している、ボランティアや地域福祉活動の

講座や研修に「参加したい」と回答した人の割合は 15.9％に留まっています。但し、

明確に「参加したくない」との意思を示す市民の割合は 22.6％であり、過半数の

人は「わからない」（58.6％）と回答しています。 

「参加したい」と回答した人が最初の一歩を踏み出すきっかけや「わからない」と

回答した人が興味を持つ機会をつくることをはじめ、様々な手法によって次代の

地域福祉を担う人材を育成していく必要があります。 

 

図表 12 「地域の助け合い」への関心の有無 

 
  

関心がある

79.4%

関心がない

17.8%

無回答

2.8%

計：747人
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・提案とリーダーシップが必要。 

・行政区の役員も高齢化で人材不足です。若い人達の意見が大切で

す。 

市民の声 

 

・参加者の減少とボランティアの減少、高齢化。 

・役員の担い手不足、負担過多。行政区も校区コミュニティも活動の担

い手確保が困難。 

・地域活動に関わる人を継続的に確保していくことは大きな課題。 

・リーダーになる人を育ててほしい（一人ひとりは地域活動に参加したい

けどリーダーにはなりたくない）。 

団体アンケートより 

 

・地域をはじめ各団体において若い世代がいないなど、次の担い手やリ

ーダーが不足している現状がある。 

・昔は、公民館での集まりも多く、そこでリ－ダ－が育っていたが、現在

はそういう場自体がなくなっている現状にある。 

・高齢者でも働かなければならない状況の中、地域で活動を担う人たち

は兼任する人も多くおり、負担も大きくなっている。担い手も育たない。 

・興味がある世代もいるため、地域活動に協力してもらい、そこからつな

がりができればよい。 

策定委員会からの意見 

 

一人ひとりができること（自助） 

⚫ 地域での活動や各種ボランティア、ＮＰＯ等、やってみたいこと、興味あること

の情報を収集し、積極的に参加しましょう。 

 

地域ぐるみで取り組むこと（互助・共助） 

⚫ 地域の住民が交流イベントや体験活動等に参加するような機会をつくったり、

積極的に声を掛けたりすることで、活動への参加を推進しましょう。 

⚫ ボランティア・ＮＰＯ等は、活動を通じて市民に向けたＰＲを行い、担い手として

参加する人の輪を広げましょう。 

⚫ 地域の中で連携、補完しあい、より多くの人が関わることができる活動に拡げ

ていきましょう。 
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社会福祉協議会が取り組むこと 

No. 項目 取組の内容 

社-2 
地域活動の担い手

育成 

①校区福祉会活動、福祉員・福祉相談員活動を通

して地域福祉活動の担い手の発掘、育成に努め

ます。 

②ボランティア連絡協議会等と連携し、ボランティア

養成講座やリーダー育成研修会を開催します。 

③民生委員児童委員協議会事務局機能を活かし

て、情報提供や研修の機会を設定していきます。 

 

行政が取り組むこと 

No. 項目 取組の内容 

行-3 機会の提供 

地域活動、ボランティア活動等に関心のある市民

に対して、講座や研修会等の機会を提供するなど活

動の参加者・担い手の輪を拡げていきます。 

行-4 地域への支援 

地域で活動している各団体に対して、負担の軽減

の検討も含め活動の継続につながる支援を行いま

す。 

 

【市の主な関連事業】 

事業名 概要 担当課 

校区コミュニテ

ィ・地域活動支援

事業（再掲） 

〇校区コミュニティ協議会に地域支援員を

配置し、地域課題の発掘と解決を校区

民とともに行います。 

〇地域コミュニティへ補助金を交付し、地

域活動の活性化に努めます。 

協働推進課 
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（３）住民相互理解の教育・啓発の充実 

【現状と課題】 

私たちが住む地域には、性別、国籍、年齢、心身の症状、経済状況等に関わらず

多様な人たちが生活しています。そのため、様々な思いや考え、境遇にあることを

理解し、その多様性を認めあう必要があります。 

地域共生社会を実現するためには、地域で生活する全ての人が、地域社会の中

で生きづらさを感じずに地域社会に包摂されていることが大切です。お互いを理

解し地域で支え合う社会を構築するため、継続した教育や啓発の充実が求められ

ています。 

 

 

・いじめ、差別、偏見をなくしたい。 

・福祉教育、活動は一挙手一投足にできるものではないので、小学校か

ら取組んでいくべき教育、課題だと思う。 

市民の声 

 

・障害者が一人暮らしをする際の見守りの協力や働く場の提供など。 

・発達障害児・者への理解促進のための取り組みへの参加が必要。 

・地域で生活する障害者との関わり方や特性の理解を深める支援が必

要。 

・認知症や引きこもりの人を見守り支えあう心を養う（偏見をなくす）。 
団体アンケートより 

 

・総合学習での福祉教育に関する時間が減っている。せめて現状維持

するなどこれ以上減らさないでほしい。 

・身体の障害にかかる体験学習はあるが、知的や精神の障害にかかる

体験等の学習機会がないため、現在社協で取り組んでもらっている。 

・小学校とは地域活動で様々な関わりがあるが、その後は関わりがなく

なっているため、そこを継続すれば、将来の担い手にもつながっていく

のではないか。 

策定委員会からの意見 

 

一人ひとりができること（自助） 

⚫ 福祉や人権などに関する社会が抱える問題について理解を深めましょう。 

⚫ お互いの違いを認め合い、相手への理解を深めましょう。 

 

地域ぐるみで取り組むこと（互助・共助） 

⚫ 地域の社会資源や人材を活かしながら、地域住民が抱える問題を共有し、そ

の問題解決、啓発に取り組んでいきましょう。 
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社会福祉協議会が取り組むこと 

No. 項目 取組の内容 

社-3 福祉教育 

くらしと福祉の学級、市民福祉のつどい、福祉出

前講座、小中学校等における福祉の授業の支援・

連携、その他必要な福祉教育活動をさらに充実さ

せます。 

 

行政が取り組むこと 

 

 

【市の主な関連事業】 

事業名 概要 担当課 

外国人居住に関

する相談事業 

〇多言語相談会の開催や市窓口に多言語

翻訳機の設置により、外国人居住者へ

の支援を行います。 

協働推進課 

人権福祉啓発事

業 

〇市民等に対し、あらゆる人権啓発事業

を開催します。 
人権同和対策室 

校区コミュニテ

ィ・地域活動支援

事業（再掲） 

〇校区コミュニティ協議会に地域支援員を

配置し、地域課題の発掘と解決を校区

民とともに行います。 

〇地域コミュニティへ補助金を交付し、地

域活動の活性化に努めます。 

協働推進課 

  

No. 項目 取組の内容 

行-5 市民への啓発 

小中学校をはじめ様々な機関と連携し、子どもの時

期から福祉に関する教育や啓発の充実を図ります。 

地域における様々な人権問題について、人権教

育・啓発の取組を推進します。 

行-6 
多様性を認める地域

づくりの推進 

社会自体の多様性から人それぞれの違いを認め

あい、対等な関係において誰もが共に成長しあえる

地域づくりを推進します。 

国籍や民族が異なっても互いの違いを認め合い、

対等な関係を築き、共に生きていける多文化共生の

地域づくりを推進します。 
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（４）身近な人との助け合い・支え合いの推進 

【現状と課題】 

アンケ－ト結果では、図表 12（24 ページ参照）のとおり約 8 割の人が「地域の助

け合い」に関心を持っていますが、前回調査の 81.3%からと比較すると 1.9 ポイ

ント減少しています。その反対の「あまり関心がない」、「全く関心がない」は、前回

の 14.5%から 3.3ポイント増加しています。 

いま、地域によっては都市部との交流など新たなつながりの創出が模索された

り、SNS等の通信アプリの進展により地縁、社縁によらない趣味をはじめとした同

じ思いを持つ人たちとのつながりがより広範囲で展開されるなど、新しいかたちで

のつながりも生まれています。人とのつながりは、それぞれ個人を取り巻く様々な

事象の中で多岐にわたります。また、地域、世帯によって、多様な近所との付き合

い方があります。 

そのような新しいつながり方も含め、気軽に相談したり、お互いに助け合うこと

ができる関係をつくることが大切です。 

 

 

・一人暮らしの方でも近所の人とのコミュニケーションが取られていれ

ばいつでも手助けできると思う。 

・地域とのつながりは防犯や災害時のことを考えると必要なことだと思

う。 

・地域の住民同士のつながりを深める取組みも必要だと思う。 市民の声 

 

・日常生活での隣近所の助け合いが重要。 

・地域住民の助け合い。共助の意識を育てる取り組みを話し合い、取り

組みを続けていくことが大切。 

・お互いに、「助けて」と言える地域づくり。 

・こちらから援助などを働きかけても、相手が遠慮することもある。 

・住民（近隣同士）の挨拶＋ひと声のような簡単な声掛け、見守りを行う

ことで、困っている人の早期発見につなげる。 

団体アンケートより 

 

一人ひとりができること（自助） 

⚫ 自分一人や家族だけでできないことは、隣近所の人などに支援や手助けをお

願いしてみましょう。 

⚫ 挨拶や会話などによって、日頃から地域の人たちとのつながりをつくっていき

ましょう。 

⚫ 地域の内外に、多様なつながりを創っていきましょう。 
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地域ぐるみで取り組むこと（互助・共助） 

⚫ ごみ出し、買い物、通院などの日常生活での困りごとを抱えている人に対し、

隣近所で声をかけ合いながら、できる範囲で協力、助け合い、支え合えるよう

にしましょう。 

⚫ 専門的な支援が必要と思われるときには、行政や関係支援機関へ連絡しましょう。 

⚫ 地域の内外に多様なつながり、助け合える関係を創り上げていきましょう。 

 

社会福祉協議会が取り組むこと 

No. 項目 取組の内容 

社-4 小地域福祉活動 

①校区福祉会活動への助成と支援を継続します。 

②地域デイサービスへの助成と支援を継続します。 

③福祉員制度の取組を強化します。 

 

行政が取り組むこと 

No. 項目 取組の内容 

行-7 支え合いの推進 
地域における住民同士の自発的な助け合いや支

え合いを支援、推進します。 

 

【市の主な関連事業】 

事業名 概要 担当課 

生活支援体制

整備事業 

〇生活支援コーディネーターが、地域の課

題や資源の把握を行い、地域で取り組

む支え合い活動を進めていきます。 

地域包括支援セン

ター 

ファミリー・サポ

ート・センター事

業 

〇育児の援助を受けたい市民に対して援

助を行う意欲のある市民が援助活動を

行います。 

子育て支援課 

校区コミュニテ

ィ・地域活動支

援事業（再掲） 

〇校区コミュニティ協議会に地域支援員を

配置し、地域課題の発掘と解決を校区

民とともに行います。 

〇地域コミュニティへ補助金を交付し、地

域活動の活性化に努めます。 

協働推進課 

地域デイサービ

ス事業 

〇地域住民により、地域で暮らす高齢者に

対して健康チェック、体操、レクリエーシ

ョン等を行うことで、高齢者の閉じこもり

予防や介護予防を図ります。 

高齢者支援課 
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基本目標２ 協働の仕組みづくり 

（１）地域活動の基盤整備 

【現状と課題】 

近年、豪雨や地震などが頻発し、緊急時に住民同士で助け合いの重要性が再

認識されています。そのような緊急時の協力、連携を円滑にするためにも、日頃か

ら地域で行われる活動等に積極的に参加して協力体制を構築しておくことが大切

です。 

市民アンケートでも、地域社会の役割について期待することとして、「緊急事態

が起きた時の対応」、「防犯・防災などの協力」、「子どもや高齢者の見守り」などの

意見が多く挙げられています。 

そのためにも、地域住民に地域活動は生活とともにあるとの気運を醸成するこ

と、参加につながる多種多様な取り組みの実践と新しい活動にすぐに取り組める

環境をつくることがこれからの活動の基盤をつくることに繋がります。 

 

図表 13 地域社会の役割として期待すること 

 

  

55.3 

50.5 

44.4 

35.9 

28.9 

27.7 

22.0 

13.8 

13.5 

13.0 

0.8 

9.0 

4.3 

0% 20% 40% 60% 80%

緊急事態が起きた時の対応

防犯・防災などの協力

子どもや高齢者の見守り

近所の住民同士のおつきあい・助け合い

障害者・介護を要する高齢者への対応

リサイクル活動や自然保護の活動

（地域の道路や水路などの清掃 等）

住民間のルールの徹底

お祭りなど住民間の交流の場

騒音問題等トラブルの解決

景観保護などの環境づくり

その他

特にない

無回答

計：747人



 

- 32 - 

 

 

・どういったボランティアがあるとか知ることができれば地域福祉につい

て考える機会ができる。 

・現在は日々の生活がやっとであり、地域活動に参加するのは難しい。

しかし、そうした活動自体は必要と思っており、いずれ参加できればと

思っている。 
市民の声 

 

・市民に地域活動への参加を求めたり、参加を推奨していくのであれ

ば、活動資金や事業の運営資金の支援をしてほしい。 

・地域活動やボランティア等の参加を積極的にすることが大切。 

団体アンケートより 

 

・各団体での会員が減ってきている現状があり、そのようなところを維持

していくための基盤整備が行えればよい。 

策定委員会からの意見 

 

一人ひとりができること（自助） 

⚫ 地域での活動や各種ボランティア、ＮＰＯ等、やってみたいこと、興味あること

の情報を収集し、積極的に参加しましょう。【再掲】 

 

地域ぐるみで取り組むこと（互助・共助） 

⚫ 各団体・活動において、参加者の拡大のための組織づくり・運営に取り組みま

しょう。 

⚫ 様々な団体との連携、協力などを行っていきましょう。 

 

社会福祉協議会が取り組むこと 

No. 項目 取組の内容 

社-5 
小地域福祉活動 

（再掲） 

①校区福祉会活動への助成と支援を継続します。 

②地域デイサービスへの助成と支援を継続します。 

③福祉員制度の取組を強化します。 

社-6 
生活支援体制整備

事業 

①第一層協議体を運営します。 

②第一層、第二層コーディネーターの地域への発

信と支援を行います。 

③重層的支援体制整備事業の実施に向けて、地域

づくりをはじめとした事業展開ができるよう取組

を進めます。 
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行政が取り組むこと 

No. 項目 取組の内容 

行-8 地域への支援 

地域で活動している各団体に対して、活動に必要

な社会資源の活用も含め情報の提供や支援を行い

ます。（再掲） 

地域で活動している各団体の活動を各方面から

支援していきます。 

行-9 市民への啓発 

市民に対して、地域活動の周知を行うとともに活

動への参加を推進します。（再掲） 

「ワ－ク ライフ コミュニティ」の考えが市民の生

活の中に醸成されるよう啓発していきます。（再掲） 

 

【市の主な関連事業】 

事業名 概  要 担 当 課 

子育て支援拠点

施設事業 

〇子育て中の親子の交流等を促進し、地

域の子育て支援機能の充実を図ること

で、子育て中の親の孤独感や不安感を

解消する。 

子育て支援課 

行政区活動補助

事業（再掲） 

〇行政区の運営及び活動の活性化を図る

ため、財政的支援を行います。 
協働推進課 

 

 

 

（２）情報提供体制の充実 

【現状と課題】 

市民アンケ－トでは、「地域福祉に関する情報」の入手先は、「市の広報誌」が

77.0%と圧倒的に多く、「行政区の回覧版」が 28.1%、「市のホ－ムペ－ジ」、「テ

レビ・ラジオ・新聞」がともに 20%前後と続いています。「市のホ－ムペ－ジ」から

の情報入手は、前回調査から約 3倍に増加しているのが特徴です。 

現在、広報誌、ホ－ムペ－ジ等の既存媒体による情報周知のほか、SNS 等を

活用した活動周知が広く普及していますが、地縁的な活動を行う団体等からの発

信はまだ少ない状況にあります。情報を収集する方法が多様化しているなか、情

報を受け取る側がいろいろと選択できるよう様々なかたちで、活動実態を広く周

知していくことが重要です。 
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・市広報誌の内容は今でも良いと思いますが、できればもっと範囲を広

げて詳しく情報をお願い致します。 

・高齢者への情報提供の仕組みをもう少し増やしてほしい。 

・市のホームページをもっと閲覧しやすく、細かく更新し、情報を詰め込

んでほしい。 
市民の声 

 

・情報提供体制の確立が必要。 

・福祉の制度や活動等に関心を持ち、情報を収集する必要がある。 

・10年地域で福祉関係に携わっているが、なんといっても情報が少な

い。 

・地域と行政との間で情報開示がうまくとれていないように感じる。 
団体アンケートより 

 

一人ひとりができること（自助） 

⚫ 福祉の制度やサービスに関心を持ち、積極的に情報を収集しましょう。 

⚫ 回覧版や市の広報等の媒体から、必要な情報を収集しましょう。 

⚫ 地域の活動や自分が行っている活動などをできる範囲で発信、宣伝しましょう。 

 

地域ぐるみで取り組むこと（互助・共助） 

⚫ 地域の様々な団体は、提供する支援サービスや内容、活動について広く情報

を発信していきましょう。 

⚫ 見守り活動を通じて、情報が必要な人に福祉サービス、各種支援に関する情

報を伝えましょう。 

 

社会福祉協議会が取り組むこと 

No. 項目 取組の内容 

社-7 福祉情報の充実 

①社協だより「人として」の毎月発行 

②コーディネーター通信の発行 

③ホームページや SNS等を活用した情報の発信 

社-8 各種講座等の開催 

社協主催や各団体との共同による研修会や社協

職員による出前講座等により福祉サービスや社協

の取組について情報発信を行います。 

社-9 訪問活動 

地域で暮らす高齢者やその家族に対し、公的福

祉サービスや社会資源に関する情報提供を適切に

行うため、地域包括支援センター地区ステーション

の機能強化を図ります。 
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行政が取り組むこと 

No. 項目 取組の内容 

行-10 情報提供の充実 

市広報誌、SNS 等様々な媒体それぞれの特色

を活かしたわかりやすい情報提供に取り組みます。 

障害者や高齢者などを含むすべての市民に配慮

した情報提供に努めます。 

行-11 地域への支援 

市で取り組む福祉事業を積極的に発信するほか、

地域の活動なども市から発信します。 

様々な媒体を活用した地域からの情報の発信を

支援します。 

 

【市の主な関連事業】 

事業名 概要 担当課 

広報誌・ホームペ

ージ等による広

報 

〇市広報誌等の各媒体を通じて市民への

周知を行います。 
総務広報課 

 

 

（３）交流の場や居場所の充実 

【現状と課題】 

私たちは、生活の中の様々な機会を通じて人と交流し、時に心が休まる居場所

をつくり、その時々にいろいろな居場所を訪れています。その居場所は、交流、つ

ながりがなければ、生まれることもありません。 

現在、地縁的な地域でのつながりのほか SNS 等による新たなつながりの創出

も拡がり、現実の世界だけの居場所ではなく、インタ－ネットの世界の中にも自分

の居場所をつくることができるようになりました。 

インタ－ネット、現実の世界は、ともに多方面につながることが可能です。それぞ

れの良さを理解して、市民一人ひとりが置かれた環境の下で適切に必要に応じた

交流の機会と居場所をつくり、孤立を防ぐ必要があります。 

また近年、筑後市にも外国籍の人たちが増えています。多様な人が包摂される

地域社会を地域の人たちがつくり、そこで生活する全ての人の居場所がそこにで

きることが望まれます。 
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・家や学校に居場所がない子どもたちが行ける場所（勉強したり交流、

会話したり）があると良いと思う。 

・コロナ禍の影響もあり、人間関係が希薄になっています。 

・デジタル技術は情報伝達手段の多機能化と更新によってシナリオの描

けない未知の進歩を続けている。人と人を結びつける基本的サービス

は今後も提供されるべき。個人、世代間の格差に手を差し伸べる社会

的責務は地域コミュニティでも果たすべき分野。今一度、地域での隣

人との関わり、弱者への支援のあり方を捉えなおす時期では。 

市民の声 

 

・地域交流の推進が必要。 

・子供の居場所づくりのための公民館の開放。 

・「子育てサロン」も、地域デイサービスの子ども版として同等に考えてほ

しい。 

・個人レベルでの情報取得は一見便利になったが、反面「メディア弱者」

ともいえる層も少なからず生じている。福祉に限らず社会全体としての

一種の「孤立化」を生じさせており、福祉の分野においては、対面関係

型の活動の構築が必要ではないか。 

団体アンケートより 

 

・外国籍の人たちの地域での居場所づくりや子どもたちへの日本語教室

なども「孤立」を防ぐためには必要だと考えられる。 

・ひとり親世帯への学習支援に学生が見学に来てくれたところ、翌週か

らすぐに応援してくれることになった。何かのきっかけがあれば、つなが

りも生まれてくる。 

・地域の公民館は居場所としてもっと活用できるのではないだろうか。 

・地域における居場所について、改めて考えていく必要がある。 

・「居場所」をつくることが何を目指すのか、検討されなければならない。 

・居場所づくりを進めていくためにも、指導者やリ－ダ－の育成が必要

である。 

策定委員会からの意見 

 

一人ひとりができること（自助） 

⚫ 挨拶や会話などによって、日頃から地域の人たちとのつながりをつくっていき

ましょう。 

⚫ 積極的に地域行事に参加し、地域の多くの人と交流の機会を持つことを心が

けましょう。 

⚫ 必要に応じて様々な媒体も活用し人とのつながりをつくりましょう。 
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地域ぐるみで取り組むこと（互助・共助） 

⚫ 地域の集いの場を活性化するために、参加しやすい雰囲気づくり、世代別や

共通する事案別に新たな集いの場をつくるなど、地域の全ての人が交流でき

るような場の充実に努めましょう。 

⚫ 様々な団体との連携、協力などを行っていきましょう。 

 

社会福祉協議会が取り組むこと 

No. 項目 取組の内容 

社-10 
総合福祉センター

の機能強化 

総合福祉センターの今後の在り方を検討し、子ど

もから高齢者まで幅広く気軽に活用できる居場所

づくりに努めます。 

社-11 
小地域福祉活動 

（再掲） 

地域デイサービスへの支援を継続し、地域におけ

る高齢者の居場所づくりを進めます。 

校区福祉会での子育てサロン活動への支援を行

い、子どもや保護者が安心して過ごせる居場所づく

りに努めます。 

社-12 

当事者団体の支

援、交流の場の開

催 

ひきこもり家族会「サルビアの会」、障害のある兄

弟姉妹の会「ふくおか・筑後きょうだい会」、介護家

族の会「コスモス」、育成会、母子寡婦福祉会等の

支援や、ふらっとスペース、精神障害の本人と家族

のための「ひまわりのつどい」、精神障害のある方の

フリースペース「かたる～む」などを開催し、当事者

や家族の居場所づくりや当事者同士の交流などに

取り組みます。 
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行政が取り組むこと 

No. 項目 取組の内容 

行-12 交流の場の充実 

誰もが集える居場所やお互いに悩みを語り合え

るような交流の場の充実を図り、地域での支え合い

を推進します。 

各団体が居場所づくり等に取り組む際の支援を行

います。 

情報通信技術（ICT）等の活用した新しい交流の

場の整備を検討していきます。 

行-13 交流の創出 
地域の人たちとともに「孤立」をなくし、地域とのつ

ながりをつくります。 

 

【市の主な関連事業】 

事業名 概  要 担 当 課 

地域デイサービ

ス事業（再掲） 

〇地域住民により、地域で暮らす高齢者に

対して健康チェック、体操、レクリエーシ

ョン等を行うことで、高齢者の閉じこもり

予防や介護予防を図ります。 

高齢者支援課 

地域子育てサロ

ン事業 

〇子育て中の親子を中心に地域の人たち

が気軽に集う環境を整備して、子育てを

楽しみ、育児不安の解消を図ります。 

子育て支援課 

校区コミュニテ

ィ・地域活動支

援事業（再掲） 

〇校区コミュニティ協議会に地域支援員を

配置し、地域課題の発掘と解決を校区

民とともに行います。 

〇地域コミュニティへ補助金を交付し、地

域活動の活性化に努めます。 

協働推進課 

地域介護予防

活動支援事業 

〇さんかく塾や足腰ぴんしゃん塾など、地

域で行われる介護予防活動の支援を行

います。 

高齢者支援課 
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基本目標３ 安心して暮らせるまちづくり 

（１）見守り体制の充実 

【現状と課題】 

近年、社会から孤立した世帯での孤独死や育児や介護疲れ、過労、生活困窮を

はじめとした不安やストレスなどが要因となった虐待、自殺などが深刻な社会問題

となっています。 

市民アンケ－トでは、「ともに支えあう地域づくりを進めるため」の市としての必要

な支援として、「地域活動の内容の情報提供」28.5%に次いで、「地域の人々が知り

合う機会を増やす」が 26.1%と 2番目に多い結果となっていました（図表 14）。 

認知症高齢者が一時的に行方不明となる事例においても、日常的な見守りがあ

れば早い対応、早い発見も可能となります。知り合う機会が増え、声をかけ合うこ

とから支え合う機会も増えれば、それが犯罪や虐待の防止にも繋がっていきます。

支援が必要な人を一人だけが見守るのではなく多くの地域の人たちで見守り、支

えることができる体制の構築が求められます。 

 

図表 14 ともに支えあう地域づくりを進めるために必要な支援 

 

  

28.5 

26.1 

20.9 

20.7 

19.4 

18.1 

17.9 

17.5 

10.8 

8.6 

2.7 

17.4 

7.2 

0% 20% 40% 60%

地域活動の内容について十分な情報提供をする

地域の人々が知り合う機会を増やす

校区コミュニティや行政区の活動、ボランティア

活動への参加促進や活動支援をする

支え合う地域づくりに取り組む組織づくりをする

地域住民が交流するための場所づくり

地区（校区）と民生委員・児童委員、

ボランティアとの協力・連携を進める

学校・地域・家庭のつながりや連携をもっと深める

住民同士がともに支え合う地域づくり

（まちづくり）に関する意識啓発をする

地元の商業者など、事業者と住民の

つながりをもっと深める

地域で活動する様々な団体同士の交流を進める

その他

特にない

無回答

計：747人
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・子どもに対して地域全体であたたかく見守っていく社会であってほし

い。 

・おむつ定期便による見守り訪問があれば助かるし、悩み相談もできて

少しでもほっとする時間ができることは産後うつ防止にもなります。 
市民の声 

 

・まずは隣組単位での見守り体制を強化するため福祉連絡員（隣組

長）、福祉相談員、福祉員、民生児童委員の連携・協力を進める必要

がある。 

・地域に住む子は地域で育てようという気持ちで頑張っているが、その

地域にどんな子がいるか分からない。 

・一人暮らし世帯には、夜間の電気灯について隣家等に注意をお願いし

ている。 

・民生委員、福祉相談員、福祉委員、老人会役員と高齢単身世帯の見

守りをしていただいている。 

団体アンケートより 

 

一人ひとりができること（自助） 

⚫ 困りごとがあれば、一人で抱え込まずに相談できる人や関係機関などに相談

しましょう。 

⚫ 防犯に関する意識を高め、地域の防犯活動へ参加しましょう。 

⚫ 虐待を受けたと思われる児童、高齢者、障害者等を発見した場合には、必ず市

や専門的な相談窓口に通告、相談しましょう。 

※ 関連する各法律において、虐待を受けたと思われる者を発見した場合、通告し

なければならないことが国民の義務とされています。 

 

地域ぐるみで取り組むこと（互助・共助） 

⚫ 困っているような人がいるときには、声をかけたり、民生委員・児童委員等の

地域の役員に相談してみましょう。 

⚫ 行政区や校区コミュニティ協議会で地域の困りごとを共有し、解決のための方

策を考えていきましょう。 

⚫ 自主防災組織の強化・充実を図りましょう。 

⚫ 虐待を受けたと思われる児童、高齢者、障害者等を発見した場合には、必ず市

や専門的な相談窓口に通告、相談しましょう。 
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社会福祉協議会が取り組むこと 

No. 項目 取組の内容 

社-13 地域支援の充実 

民生委員・児童委員、福祉員等と連携して、地域

の中で支援を必要とする人を把握し、行政や関係

機関または社協独自の支援事業や相談に結び付け

ていきます。 

また、社会福祉法の改正で規定された重層的支

援体制整備事業に対応できるような体制整備を進

めます。 

 

行政が取り組むこと 

No. 項目 取組の内容 

行-14 支援体制の充実 

地域と連携して、支援が必要な人や生活困窮者

等の把握に取り組み、ともに支援する体制を確立し

ます。 

重層的な支援に向けて、地域に合ったネットワ－

ク、見守る体制の再構築を検討、支援していきます。 

行-15 防犯意識の向上 

高齢者を狙った詐欺などの犯罪について、情報

の提供や防犯教室などを開催し、市民の皆さんの

防犯意識を高める支援を行います。 

行-16 虐待防止の推進 

児童・高齢者・障害者への虐待、DV に関して、早

期発見や防止につなげるための意識啓発と相談窓

口の周知を行います。 

相談者のプライバシーに配慮しながら、DV被害者

や被害者家族等に対する相談や支援の充実を図り

ます。 
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【市の主な関連事業】 

事業名 概  要 担 当 課 

乳幼児家庭訪問 

〇出生連絡票に基づく新生児訪問や、乳

幼児健診後のフォローなどの訪問を行

います。 

健康づくり課 

高齢者障害者

SOSネットワー

ク運営事業 

〇SOS ネットワーク協力機関と連携し、徘

徊などで行方不明になった認知症高齢

者や知的障害者の早期発見及び迅速な

保護につなげます。 

高齢者支援課 

認知症支援推進

事業 

〇認知症地域支援推進員が中心となり、

認知症への理解を広めながら、認知症

になっても安心して生活できる地域づく

りを進めます。 

地域包括支援セン

ター 

児童虐待防止事

業 

〇要保護児童対策協議会を活用して、情

報共有や連携により虐待の早期発見及

び防止等の活動をします。 

子育て支援課 

筑後市安全・安心

まちづくり事業 

〇市民に対して、防犯教室など啓発活動を

行います。また、筑後市安全・安心まちづ

くり活動補助（防犯活動）事業により、地

域が行う防犯パトロール、見守り活動等

を支援します。 

防災安全課 

こんにちは赤ち

ゃん事業 

〇生後 4 か月以内の乳児がいる家庭を訪

問し、育児に関する相談対応や情報提

供を行います。 

子育て世代包括

支援センター 

 

 

（２）災害時の避難体制の充実 

【現状と課題】 

平成 24 年の九州北部豪雨以降、本市でも毎年のように豪雨被害が心配され

ています。令和元年 8月の豪雨では家屋の浸水被害等が発生し、令和 3 年 8 月

の豪雨では、5日間避難所を設置しました。 

また、令和 2年の台風 10号の九州接近の折には、予想進路や台風の規模から

指定避難所だけで 817世帯 1,652人が避難し、ホテルや介護施設への避難もあ

りました。指定避難所には、支援事業所の人とともに障害者の避難もあります。 

市民アンケートでは、「自分たちだけで避難できる」と回答した市民は 6 割ほど

いましたが市民の約３人に１人（36.6％）は、災害発生時に自分たちだけで避難す

ることができないか、避難できるかどうかわからないと回答しています（図表 15）。 
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高齢者や障害者などの要支援者や、言葉の違いにより意思疎通が思うようにできな

い外国人の方が安全に避難することができるよう個々の状況に応じた防災・災害情報

が提供され、安心して避難できる環境を目指さなければなりません。 

事前の準備はもちろんのこと、直ぐに対応できるよう、地域住民同士が協力しあうこ

と、助け合うことが特に重要となります。 

 

図表 15 災害発生時に自分たちだけで避難することができるか 

 
 

 

・筑後市には災害時に避難できる場所も少なく、特に市中心部以外は避

難場所が遠い事が現状です。 

・災害時等、避難場所を充実する。 

市民の声 

 

・災害時の伝達（訓練も含む）、避難誘導、マイ避難カードの作成など地

域でできる取り組みが必要。 

団体アンケートより 

 

・自主避難所に福祉的な支援を必要とする人が避難するとき、避難所で

の福祉支援が必要ではないか。 

策定委員会からの意見 

 

一人ひとりができること（自助） 

⚫ 個人・家庭で防災・減災意識を高め、災害時の避難行動（先）などについて身

近な人と話をしましょう。 

⚫ 防災訓練などへ積極的に参加しましょう。 

  

できる

61.3%
できない

10.0%

わからない

26.6%

無回答

2.1%

計：747人
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地域ぐるみで取り組むこと（互助・共助） 

⚫ 自主防災組織の強化・充実を図りましょう。 

⚫ 避難時に支援が必要な人がいたら、地域で協力して避難先、避難方法などの

支援をしましょう。 

⚫ 持続可能な消防団組織を維持、確立していきましょう。 

 

社会福祉協議会が取り組むこと 

No. 項目 取組の内容 

社-14 福祉避難所 

平成２３年に筑後市と「災害発生時における福祉避

難所の設置運営に関する協定」を締結し、総合福祉セ

ンターを福祉避難所として位置付けています。 

しかし、協定締結から１０年経過しており、災害対策

基本法の改正もなされていることから、福祉避難所の

あり方を行政と協議しながら、見直しを進めます。 

社-15 
災害ボランティアセ

ンター 

近年の多発する大規模災害においては、災害時

の避難のほか、被災された家屋・家財の片付け等

の対応が必要になります。災害後の対応として、災

害ボランティアセンターを設置し、復旧作業を迅速

に行うことで、市民の安心できる環境を整備するこ

とに努めます。 

 

行政が取り組むこと 

No. 項目 取組の内容 

行-17 
防災に関する体制

整備 

防災への周知啓発と円滑な避難所設置、運営を

進めていきます。 

民間の福祉施設等の活用など福祉避難所を拡充

していきます。 

避難情報の伝達訓練、避難訓練などを実施する

など、自主防災組織と連携し、市民の誰もが安全に

避難できる仕組みをつくります。 

行-18 情報提供の充実 

市民に対して防災等の情報の提供、啓発を行う

とともに、災害時の安否確認など、迅速な情報収集

の方法を検討していきます。 

行-19 支え合いの推進 

災害時の逃げ遅れや避難先での対応に苦慮する

ことがないよう、地域や各種団体と連携した避難時

の仕組みづくりに取り組みます。 
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【市の主な関連事業】 

事業名 概要 担当課 

防災支援体制整

備事業 

〇防災専門員による防災啓発事業や自主

防災組織を支援します。 

〇災害時の避難所の運営を円滑に進めて

いきます。 

防災安全課 

自主防災組織支

援事業 

〇地域での防災訓練の実施を支援しま

す。 

〇自主防災組織等連絡会議を開催し、地

域防災活動の支援を行います。 

〇防災士連絡会議を開催し、自主防災組

織との連携、支援を行います。 

〇安全・安心まちづくり活動補助（防災活

動・防災訓練）事業により、資機材購入

及び防災訓練の実施を支援します。 

防災安全課 

避難行動要支援

者支援事業 

〇災害時に自力での避難が困難と思われ

る方を対象に、個別避難計画の作成を

推進します。 

防災安全課 

 

 

（３）生きがいづくり・健康づくりの推進 

【現状と課題】 

全ての市民が健やかで心豊かに生活していくためには、生活習慣病の予防、健

康寿命の延伸、生活の質の向上を図ることが重要です。厚生労働省の「健康寿命

延伸プラン」では、2040 年までに健康寿命を男女共に 3 年以上延伸する目標が

立てられています。高齢者に限らず、就労や地域活動、趣味などの様々な活動は、

その中で多くの人とのふれあい、社会への参加に繋がり、心身の健康づくりに役立

ち、介護予防にもつながると言われています。そのためにも、高齢者の移動手段の

確保と誰もが気軽に集まれる場所の整備などが求められています。 

一人ひとりが様々な活動を通してつながりをつくる、そして誰かの活動を別の誰

かが応援することで共にしあわせになる社会をつくる必要があります。 
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・健康づくりにつながる運動指導を充実してもらいたい。 

・高齢だが、健康である。コロナ禍で近隣の往来、地域の行事がなくなり

寂しい毎日を過ごしている高齢者がいると思います。 

・現役で仕事をしている人はまだまだ余裕はないが、退職後はできるだ

け地域の行事に参加し協力してもらえれば、内容も分かり、結果自分

自身の生きる喜びにもつながると思う。 
市民の声 

 

・安全安心な遊べる公園（現在はお宮の境内）があれば、地域の誰もが

自由に遊んだり運動したり、自分から健康づくり、ストレス解消などが

できると思います。 

・コミュニティ協議会事務所が公民館にあり開放しているので、公民館

の利用者、利用団体は増えている。 

・隣組又は小さなグル－プをつくって助け合って住みやすい環境づくり

の地域活動をしたらよいと思います。 

団体アンケートより 

 

・高齢者の病院や買い物等の移動が難しい現状があるので、移動支援

が必要であると思います。 

策定委員会からの意見 

 

一人ひとりができること（自助） 

⚫ 住民一人ひとりが年に１回は健診を受けることで、健康づくりの意識を高め、

生活習慣の改善など、健康づくりを実践し、自らの健康管理に努めましょう。 

⚫ バランスのとれた食事と適度な運動を心がけましょう。 

⚫ 仕事や趣味、地域活動など様々な社会参加を通じて、心と身体を健康にする

生きがいのある生活をつくりましょう。 

 

地域ぐるみで取り組むこと（互助・共助） 

⚫ 隣近所、同世代など、気軽に集まることのできる仲間同士でウォーキングや散

歩を行うなど、ふれあいの一環としての健康づくりの習慣化を行いましょう。 

⚫ 地域の内外で連携、補完しあい、より多くの人が関われるような活動に拡げて

いきましょう。 
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社会福祉協議会が取り組むこと 

No. 項目 取組の内容 

社-16 
小地域福祉活動 

（再掲） 

地域デイサービスをはじめ地域福祉活動は、対

象者の生きがいづくり・健康づくりだけでなく、活動

される方にとっての生きがいづくり・健康づくりに繋

がります。行政と役割分担をしながら、地域福祉活

動の充実に努めます。 

社-17 

介護予防生きがい

活動支援デイサー

ビス事業 

要支援認定者など虚弱高齢者に対し、軽運動や

趣味活動を通して人との交流をしながら過ごす場

を提供し、高齢者の閉じこもり防止に努めます。 

 

行政が取り組むこと 

No. 項目 取組の内容 

行-20 市民への啓発 

自分の健康は自らつくるという意識の定着や健

康であることの大切さを啓発します。 

健診などを通じて、生きがいづくりや健康づくり、

介護予防に関する正しい情報の発信及び周知啓発

を行い、市民の継続的な取組を推進します。 

行-21 地域への支援 

誰もが身近な場所で継続して生きがいづくりや

健康づくりに取り組むことができるよう支援します。 

全ての事務事業の実施を通じて、市民のだれもが

社会に関わっていると実感できる地域社会をつくり

ます。 

行-22 
移動手段の支援と向

上 

生きがいづくりや外出のため、公共交通機関、地

域でのコミュニティ自動車なども含め移動利便性の

向上を図ります。 
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【市の主な関連事業】 

事業名 概  要 担 当 課 

高齢者の生き

がい活動支援

事業 

〇高齢者の各種活動を通した生きがい活

動を支援します。 
高齢者支援課 

食育推進事業 
〇食育を通して、市民の健全な心身をつく

ります。 
健康づくり課 

健康教育事業 
〇市民の健康づくりのための普及啓発を

行います。 
健康づくり課 

校区コミュニテ

ィ・地域活動支

援事業（再掲） 

〇校区コミュニティ協議会に地域支援員を

配置し、地域課題の発掘と解決を校区

民とともに行います。 

〇地域コミュニティへ補助金を交付し、地

域活動の活性化に努めます。 

協働推進課 
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基本目標４ 福祉サービスにつながる体制・仕組みづくり 

（１）福祉サービスの利用促進 

【現状と課題】 

現在、福祉に関する支援サ－ビスは、法、制度に基づく行政主導による支援に、そ

れらを補完するかたちで、地域や各種団体による支援が行われています。生活困窮

者への炊き出しや深夜徘徊している若者への声掛けなど、時には行政ではなく個人、

民間団体による支援が先行していることもあります。 

支援を必要とする人や世帯に最適な福祉サービスについて、利用する立場から、

また支援する立場の両方向からの視点、更には地域生活からの視点も加え、常に確

認、検証する必要があります。 

 

 

・筑後市に住むみんなが同じように抵抗なく、サービスを受けることがで

きたらいいなと思います。 

・必要となった時に必要な相談窓口やサービスがすぐわかるようなもの

があれば早期に不安を解消できるのかなと思います。 
市民の声 

 

・市で行っている福祉サービスの内容等を市民の皆さまによく知って頂

くように積極的に PRを行って頂きたい。 

・デイサ－ビスの参加は男性が少ないので理解を深めてもらい、男性の

単身世帯の参加を促していきたい。 団体アンケートより 

 

一人ひとりができること（自助） 

⚫ 日ごろから福祉サービスに関心を持ちましょう。 

⚫ 福祉サービスに関する苦情・相談があるとき、不安があるときなどの場合には

行政やサービス事業所に伝えましょう。 

⚫ 困りごとがあれば、一人で抱え込まずに相談できる人や関係機関などに相談

しましょう。 

 

地域ぐるみで取り組むこと（互助・共助） 

⚫ 地域の福祉ニーズを把握し、地域でどのような援助ができるか考えていきまし

ょう。 

⚫ 困っているような人がいるときには、声をかけたり、民生委員・児童委員等の

地域の役員に相談してみましょう。 
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社会福祉協議会が取り組むこと 

No. 項目 取組の内容 

社-18 
日常生活自立支援

事業 

判断能力が不十分であるために、日常生活に支

障を来している人たちに対して、福祉サービスの利

用手続きの援助や日常的金銭管理、書類、通帳等

の預かりを行います。 

社-19 

①地域包括支援セ

ンター地区ステー

ション事業 

②障害児・者相談支

援事業（ちくたく

ネット） 

高齢者や障害のある方、そのご家族の困りごとに

対し、公的な福祉サービスや社会資源が適切に利

用できるよう利用手続きの支援を行います。 

 

行政が取り組むこと 

No. 項目 取組の内容 

行-23 
福祉サービスの適

切な運営 

福祉に関する行政サービスの適切な運営に努め

ます。 

支援事業所、地域との連携を図り、支援が必要な

世帯に常に最適な支援サ－ビスを提供します。 

関係各課、関係機関が常に連携して適切な支援に

つなげ、定期的に支援状況を確認します。 

適切な事業所等の運営のため、指導、助言、研修

会等の開催を通じて、支援サ－ビスの向上につなげ

ます。 

行-24 支援体制の充実 

子どもから高齢者まで、障害のある人もない人

も、地域で自分らしく暮らし続けられるよう、ライフ

ステージに合わせた保健・医療・福祉の連携を図り

ます。 
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【市の主な関連事業】 

事業名 概  要 担 当 課 

介護保険事業 
〇介護サービスを提供することで高齢者

の自立した日常生活を支援します。 
高齢者支援課 

地域ケア会議 

〇個別支援の検討を出発点として地域課

題を抽出し、解決に必要な社会基盤の

整備を図ります。 

地域包括支援セン

ター 

学童保育事業 

〇放課後や土曜日、夏休み等の長期休暇

時に見守りが必要な小学生を各学童保

育所にて預かります。 

子育て支援課 

自立支援給付事

業 

〇自立支援給付（介護給付、訓練等給付、

自立支援医療、補装具）の支給決定を行

い、障害者が安心して生活ができるよう

支援します。 

福祉課 

 

 

（２）権利擁護の推進 

【現状と課題】 

成年後見制度は、認知症や知的障害、精神障害などの理由により判断能力

が不十分な人たちに代わって成年後見人等が財産管理や契約等を行うことで

本人の権利を守りその人の生活を支援するための制度です。 

平成２８年４月に公布された「成年後見制度の利用の促進に関する法律」に

基づき、平成２９年に国は「成年後見制度利用促進に係る基本計画」を策定し

ました。これを受けて、全自治体で成年後見制度利用促進のための体制整備

が進められています。 

成年後見制度を必要とする人が、本人らしい生活を守るための制度として

利用できるよう権利擁護支援の地域連携ネットワ－クを構築する必要があり

ます。 

 

 

・いじめ、差別、偏見をなくす。 

・認知症や障害を持っていても尊厳と自立（自己決定）が支えられる町

づくりのために行政がコーディネイト役を果たされることを希望します。 

市民の声 

 

・権利擁護に関わる支援を進める中で、キーパーソンとなりえる方が不

在の場合の支援のあり方を考える必要がある。 

団体アンケートより 
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一人ひとりができること（自助） 

⚫ 成年後見制度や権利擁護に関わる制度について理解を深めましょう。 

⚫ 成年後見制度や権利擁護に関わる制度の利用が必要と思われる人がいると

きには、行政や関係支援機関に相談しましょう。 

 

地域ぐるみで取り組むこと（互助・共助） 

⚫ 成年後見制度や権利擁護に関わる制度の利用が必要と思われる人がいると

きには、行政や関係支援機関に相談しましょう。 

 

社会福祉協議会が取り組むこと 

No. 項目 取組の内容 

社-20 
日常生活自立支援

事業（再掲） 

判断能力が不十分であるために、日常生活に支

障を来している人たちに対して、福祉サービスの利

用手続きの援助や日常的金銭管理、書類、通帳等

の預かりを行います。 

 

行政が取り組むこと 

No. 項目 取組の内容 

行-25 
成年後見制度の利

用促進 

権利擁護支援を必要とする人が安心して速やか

に支援を受けることができる仕組みをつくります。 

成年後見制度等の周知と利用促進、地域での支

援体制構築のため、中核機関を設置します。 

意思決定支援や身上保護を重視した後見等活動

が円滑に行われる支援体制をつくります。 

制度の円滑な利用、審判請求にかかる費用や後

見人等の報酬についての助成を行います。 
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【市の主な関連事業】 

 

 

（３）相談支援体制の充実 

【現状と課題】 

世帯が抱える問題は、単に一つの要因だけではなく、障害、介護、傷病、就労な

ど様々な要因が絡み合って症状として現れることも多々あります。 

近年、「ヤングケアラ－」といった表面には見えづらい、子どもの生活に影響を与

えるような問題も新たに認識されてきました。これまでとは違った視点で認識され

るような問題も含め、困った時にどこに相談してよいかわからないということをなく

し、様々な受け皿で悩みや相談をすくい上げ、迅速に必要な支援へとつなげる必

要があります。 

地域とも連携して行政や専門の相談窓口が、市民からの声なき声をしっかりと

把握し、福祉関連部署と関係機関の連携によって、いかに確実かつ適切な支援に

繋げていくかが重要です。 

しかしながら、近年、それらを担う専門の人材が不足し、支援員等の職員を募集し

てもなかなか集まらない事業所も多くあるようです。支援する側の人材の確保、育成

なしには、適切な支援サ－ビスの提供と地域社会の構築も困難となります。 

  

事業名 概  要 担 当 課 

権利擁護事業 

〇高齢者や障害者が地域の資源を有効に

活用しながら尊厳のある生活をしていく

ための啓発活動や相談支援を行いま

す。 

地域包括支援セン

ター 

福祉課 

成年後見制度中

核機関運営事業 

〇中核機関において、制度の周知や相談支

援体制の強化、申立てに関わる支援等を

行います。 

〇中核機関が事務局となる福祉、法律の専

門家等も含めた関係者による協議会を立

ち上げて、成年後見制度の利用に関する

課題の整理や検討など、必要な支援のた

めの連携体制をつくります。 

地域包括支援セン

ター 

成年後見制度利

用促進事業 

〇成年後見制度の利用が必要であるにも

かかわらず、申し立てや支払いが困難な

ため制度利用に結びつかない人に対し

て、市長申し立てや助成支援を行いま

す。 

地域包括支援セン

ター 

福祉課 
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・どこに相談するのかわからないので窓口の情報提供。 

・一番に必要な事はコンビニ感覚で相談できる相談員や窓口だと思いま

す。相談の内容で窓口を変える事なく全ての相談を一括できる窓口を

まず設置するべきでしょう。 
市民の声 

 

・相談窓口の体制強化、相談体制の整備の促進が必要。 

・福祉人材の育成を考えていただきたい。 

・困っていてもどこに相談していいかわからないという声をよく聞く。 

・医療の分野では、「かかりつけ医を持とう」といった働きかけがあった

が、福祉の分野でもそのような社会的な体制を整える。 
団体アンケートより 

 

・人材が不足しており、職員を募集しても集まらないこともある。 

・各事業所では、高齢化が進み、若い世代がいない現状にある。プロを

含めた担い手をどう育成、養成していくかが重要。 

・支援は必要だが、担い手が少ない中で、地域での負担がより増えるこ

とも考えられる。 
策定委員会からの意見 

 

一人ひとりができること（自助） 

⚫ 個人、家庭、近隣の困りごとなどの解決に向けて、社会福祉協議会、民生委

員・児童委員をはじめ、地域包括支援センター、子育て世代包括支援センタ

ー、障害者相談支援事業所等の相談窓口を積極的に活用しましょう。 

 

地域ぐるみで取り組むこと（互助・共助） 

⚫ 民生委員・児童委員等の地域の役員が行う相談活動は、必要に応じて行政や

関係支援機関と連携して解決に取り組みましょう。 

⚫ 福祉活動に関して、地域住民が学ぶ機会を創っていきましょう。 

 

社会福祉協議会が取り組むこと 

No. 項目 取組の内容 

社-21 
属性を問わない相

談支援 

社協には、委託や独自で様々な相談窓口があり

ます。（地域包括支援センター地区ステーション、ち

くたくネット、生活福祉資金貸付相談、心配ごと相

談、ひきこもり家族相談など） 

重層的支援体制整備事業の実施に向けて、これ

らの相談窓口の連携をさらに強化し、高齢者、障害

者、子ども、生活困窮者等属性を問わない相談窓

口となれるよう取り組みます。 
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行政が取り組むこと 

No. 項目 取組の内容 

行-26 支援体制の充実 

重層的支援体制事業の実施に向けて、相談窓口

の在り方と相談から支援の実施に円滑につながる

体制を、関係機関、地域とともに再構築します。 

地域包括支援センター、子育て支援拠点施設等

の相談窓口の利用と周知を推進します。 

関係各課、関係機関が常に連携して適切な支援

につなげ、定期的に支援状況を確認します。 

地域とも連携した継続的な訪問支援など、支援を

必要とされる世帯への支援のあり方を再構築しま

す。 

 

【市の主な関連事業】 

事業名 概  要 担 当 課 

総合相談事業（高

齢者） 

〇高齢者に関する各種相談を一元的に受け

付け、地域内での確実な相談体制を築

き、高齢者の安心と信頼を確保します。 

地域包括支援セン

ター 

家庭児童相談事

業 

〇児童や家庭の悩み相談に応じて、他の

関係機関との連絡調整しながら適切な

支援を行います。 

子育て支援課 

障害者相談支援

事業 

〇障害者やご家族からの相談に応じて、障

害に関する必要な情報提供や助言、制

度の案内等を行います。 

福祉課 

利用者支援事業 

〇妊娠・出産・育児に関する相談対応や情

報提供、助言、保健指導を行うとともに関

係機関と連携しながら支援を行います。 

子育て世代包括

支援センター 
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（４）生活困窮者等の自立支援の充実 

【現状と課題】 

生活の困窮は、就労状況をはじめ様々な要因が絡み合いその人を取り巻く社

会状況の中で経済的な面から発せられた問題だと言えます。特に、新型コロナウイ

ルスが感染拡大する中、社会問題として大きく捉えられました。 

しかし、周りの人たちや相談機関の窓口に相談できなかったり、その声が届かず

に、必要な支援へとつながらない場合もあります。そのような事例においては、時

に地域社会から孤立してしまうこともあります。 

単に仕事を斡旋すればよいというものではなく、地域とも連携しながらそのよう

な状況になった背景とその要因を探り、関係する部署、関係機関と連携、協力し合

い相談支援体制をより強化する必要があります。 

 

 

・テレビや新聞でよくとりあげられる生活困窮者問題。食べるものがない

子ども達をみると心が痛みます。どうか子ども達にはお腹一杯ごはん

を食べて地域全体であたたかく見守っていく社会であってほしい。寄

付や物品の協力などできる範囲で協力したいと思っています。 
市民の声 

 

一人ひとりができること（自助） 

⚫ 生活に不安を感じたら、一人で悩みを抱え込まずに早めに相談しましょう。 

⚫ 相談を受けたら、一人で悩みを抱え込まず地域の民生委員や行政、社会福祉

協議会への相談を働きかけましょう。 

 

 

地域ぐるみで取り組むこと（互助・共助） 

⚫ 生活困窮が疑われる世帯には、早めの相談を勧めましょう。 

⚫ 孤立しているような住民（世帯）には声をかけるようにしましょう。 

⚫ 相談をためらっているような住民（世帯）がいるときには、相談を促したり行政や関

係支援機関に伝えましょう。 
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社会福祉協議会が取り組むこと 

No. 項目 取組の内容 

社-22 
①生活福祉資金 

②食品支援 

①生活福祉資金の貸付相談を通して、生活困窮者

支援を行います。 

②フードバンク事業やフードパントリー事業を通し

て、生活困窮者への支援を行います。 

社-23 
ひきこもり者への

社会参加支援 

社協では、ふらっとスペース、もえもんサービス

などひきこもり者の居場所づくりに取り組むととも

に、行政と協議しながら、社会参加の支援を強化し

ていきます。 

 

行政が取り組むこと 

No. 項目 取組の内容 

行-27 支援体制の充実 

生活困窮者及びその恐れのある人を、社会福祉

協議会をはじめ関係機関、地域とともに把握し、自

立に向けた支援制度に結びつけます。 

支援を受けた自立後も、一定期間つながりを保持

し伴走した支援を行います。 

次世代につながる貧困の連鎖を断ち切るため、地

域も含めた関係団体と連携した支援を行います。 

 

【市の主な関連事業】 

事業名 概要 担当課 

母子自立支援推

進事業 

〇自立支援給付金を支給して、自立につな

げていきます。 

子育て支援課 

 

生活困窮者自立

支援事業【福祉

課】 

〇生活困窮者自立支援法に基づく「住居

確保給付金支給事業」のほか、各事業を

実施します。 

福祉課 
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第５章 計画の実現のために 

１．支援関係機関等との連携・協働 

地域福祉に関わる施策分野は、福祉・保健・医療のみならず、教育、就労、住宅、交

通、環境、まちづくりなど多岐にわたっているため、行政区、校区コミュニティ協議会、

学校等も含め、生活にかかわる様々な事業所、団体が地域福祉の重要な担い手となり

ます。 

この計画を進めていくにあたっては、市民、地域、市、社会福祉協議会が様々な団体

と連携し、ともに協力しあい、地域福祉の充実のためそれぞれの事業に取り組んでい

きます。 

 

 

２．計画の進捗管理 

計画の中間年となる令和 6年度に、第六次筑後市総合計画及び各個別計画に掲げ

た数値目標等の現状値、社会福祉協議会含め関係各課が持つ資料、数値等を用いて、

基本目標で取り組むとした各項目毎にどのような取り組みが実施されてきたか、筑後

市地域福祉計画策定委員会において点検、確認します。 
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